第３回大阪府食の安全安心推進協議会　議事録（概要）
日時：平成１９年１１月２７日（火曜日）16時00分から17時45分 
場所：KKRホテル大阪　２階　白鳥の間 
出席者：別紙配席図のとおり 


事務局（淡野　大阪府健康福祉部食の安全推進課長）
定刻となりましたので、只今より「第３回大阪府食の安全安心推進協議会」を開催させていただきます。 

本日は皆様何かとご多用のところご出席をいただき、心より御礼申し上げます。 

私、本日の司会進行を務めさせていただきます、大阪府健康福祉部食の安全推進課長の淡野でございます。よろしくお願いいたします。 

まず、会議を開催いたします前に、本日お手元に配付いたしております資料の確認をさせていただきたいと思います。 

はじめに、本日の次第でございます。 

次に、委員名簿及び配席図でございます。 

その後に、「資料１」から「資料８」でございます。 

その後に、自主回収報告制度のリーフレット（案）でございます。 

その後に、大阪府食の安全安心推進計画（案）に対してのご意見をいただく用紙でございます。 

それから別途、カラー刷りで「大阪府中央卸売市場食品衛生検査所の１日」というリーフレットをつけさせていただいております。不足等がございましたら、事務局までお申し付けいただきますようによろしくお願いいたします。 

次に、定数の確認をさせていただきます。本協議会は、大阪府食の安全安心推進協議会規則第６条第２項によりまして、委員の過半数が出席されなければ会議を開催することができないこととなっております。 

ただいまのご出席の委員の皆様は総計１８名でございます。委員総数２３名の過半数に達しておりますので、定足数を満たしているということをご報告申し上げます。 

なお、本日ご出席いただいている委員の皆様方は、お配りしております配席図の通りでございます。上ノ山委員、小田委員、川見委員、平川委員、山口委員は、所用のためご欠席でございます。 

それでは、以降の進行につきましては中村会長にお願い申し上げます。よろしくお願いいたします。 

　 
中村会長
それでは、次第に沿って議事を進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

まず、この会議はすべて公開になっておりますので、事務局で議事録を作成いたしまして、府のホームページなどで公表していただくことになっております。よろしくお願いいたします。 

議事次第を見ていただきますとお分かりのように、（１）から（４）までが報告事項です。事務局から報告があり、これをまとめてあとでご議論をいただきます。 

今日の主要な議論は（５）の「推進計画（案）」です。皆様からいろいろなご意見を伺いたいと思っております。 

ただ、大阪府農業協同組合中央会の菊井委員が１６時２０分にここをお出にならなければならないとのことです。報告事項をやっておりますと、推進計画の案に入るのは２０分を超えるのではないかと思いますので、菊井委員が推進計画について資料２でいろいろご意見を出してくださっておりますので、順序が変わりますが、菊井委員が今からお話になることを記憶にとどめて、次の推進計画の議論のときに皆様、思い出していただくようにお願いいたします。では、どうぞ。 

　 
菊井委員
恐縮でございます。それでは、「「第２回大阪府食の安全安心推進協議会」における意見等の概要及び府の考え方」のＮｏ．２９とＮｏ．３０のところです。 

まずＮｏ．２９のところでは、４行目で「安全に対するコストは、川上である事業者のみに求められているが、多少価格は高くても、安全安心な物を購入しようとする意識が高まると事業者の取組みも加速すると思われる」と意見を申し上げたんですが、大阪府の考え方としては、「生産者等事業者の努力が見えてこそ消費者の選択肢も増えてくるものと考えられます」と。 

要は、まだまだ事業者の努力が足りないという感じを抱くわけです。こちらも事業者に監視や規制を求める消費者の気持ちというものは十分理解しておりますし、ごもっともな話なんですが、モラルのない一部の事業者の問題ばかりが表に出ている。「推進計画（案）」７ページでも、消費者が気にかけているのは、新鮮・価格・安全性の順となっている。安全性より価格が優先される府民の意識の問題として捉えていただきたい。事業者としても精一杯の努力をしているということを府民の意識の問題として、ご理解を賜るようお願いしたい。 

それから、Ｎｏ．３０の問題ですが、農業者だけが生産事業者ではなく、食品の製造事業者とか加工事業者、また外食、中食に携わるもの皆が生産に関わっておりますので、農業者が少ないから消費地だという結論づけは、どうもおかしいのではないかと考えます。その辺のご理解も一層賜りたいということでございます。 

　 
中村会長
どうもありがとうございました。とても大事なご意見だと思いますので、これはまたあとで議論をしますときに、ぜひ他の委員の皆様からもご意見をいただきたいと思います。 

それでは、最初の計画に基づきまして、（１）から（４）までの報告事項を先にいたしたいと思います。 

では、資料１と資料２で「第２回大阪府食の安全安心推進協議会の概要等について」事務局からの説明をお願いします。 

　 
事務局（池田　健康福祉部副理事）
事務局を務めております健康福祉部副理事の池田でございます。よろしくお願いいたします。 

それでは、「第２回大阪府食の安全安心推進協議会の概要等について」ご説明を申し上げます。 

「資料１」は、９月１０日に開催しました推進協議会の議事録の概要でございます。この概要は、大阪府食の安全安心ホームページにも掲載しておりますので、後ほどまたご覧いただければと思います。 

「資料２」は、第２回推進協議会における委員の皆様方からのご意見と、後日事務局に寄せられました推進計画素案に対するご意見の概要及び府の考え方でございます。 

それでは、いくつかのご意見と府の考え方について説明をいたします。ご意見をいただきました委員名は、失礼ではございますが省略をさせていただきます。 

まず、１ページをご覧ください。Ｎｏ．１の(1)「今回の推進計画に部会の意見は反映されるのか」というご意見がございまして、府の考え方としては、「推進計画への部会意見の反映は必要に応じまして、計画の見直しの際に行うことを考えております。」 

続いて、Ｎｏ．３でございます。「府・食品関連事業者・府民のそれぞれの責務や役割と、生産から消費までの過程で、交差しているところには双方向性を入れるなど、分かりやすく示していただきたい」とのご意見に対し、「推進計画は食の安全安心に係る施策の集大成であるので、事業者や府民の責務や役割を主体にする記述は予定をしておりません。」 

続きまして、２ページをご覧ください。Ｎｏ．１１の「監視指導」のところでございますが、「事業の予算がどのようになっているかを記載すれば、府の取り組みがどこまで真剣か分かるのでは」とのご意見に対し、「様々な予算が輻輳している事業について、区分して明示するのは困難であり、単純な予算額の比較で、各事業の比較をすることはできないため、記載する予定はございません。」 

Ｎｏ．１２の(1)でございますが、「事業目標が１９年度と将来の目標の数値が同じであると、あまり評価していないという印象を受ける」とのご意見に対し、「必ずしも目標値の上昇が必要ではなく、実施内容の増加にもかかわらず数値を維持していることが、効果を上げていることを示す場合もある」と考えております。 

次に３ページの方へ移っていただきたいと思います。３ページは、後日私どもの方へいただいたご意見に対する考え方でございます。 

３ページのＮｏ．１「健康被害の防止等に関する施策」のところでございますが、「危機発生時の風評被害の防止策について」ご意見をいただいております。府の考え方は、「危機事象発生時に風評被害が発生しないよう「食の安全推進対策専門委員会」で公表の仕方を検討することとなっております。風評被害を生じさせないためにも日頃からのリスクコミュニケーションや知識の普及啓発が大切」と考えております。 

Ｎｏ．２でございます。「府民の立場から「簡潔・わかりやすい・興味を引く」内容のものを希望する」というご意見に対しまして、「ご意見の通りであり、努力をしていきたい」と考えております。 

４ページをご覧いただきたいと思います。 

Ｎｏ．４の「「食の安全安心推進条例」の施行に基づき具体的施策を立案しているが、条例施行に限らず、従前から実施している事項も多くあるように思う。施策公表に当たっては、今日の事故発生事例や社会経済背景を踏まえた、優先性、重要性を計画の中で明確に訴求したい」というご意見でございますが、「食の安全安心にかかる施策はいずれも重要と考えています。条例を機に実施する施策については記載方法を工夫していきます。」 

Ｎｏ．５でございますが、計画の「目標設定」、「数値化」についてのご意見でございますが、「ご意見の通り」と考えております。 

次に、５ページの方へ移っていただきたいと思います。５ページをご覧ください。Ｎｏ．９以下いずれも計画素案に対する具体的な修正意見でございまして、記述内容を変更し、またはご意見の通り改めております。 

続きまして、６ページをご覧ください。 

Ｎｏ．２０でございますが、食の安全安心の確保に関する施策のうち、「情報提供、技術、情報発信の支援」のところで、「事業者に対する支援についての記述がない」とのご意見でございますが、「施策のポイントにすべての例示ができているわけではありません。なお、企業が必要とする食の安全に関わる情報の収集等は本来事業者責任として実施されるべきもの」であり、行政は通常監視時に企業に対しまして行政情報を提供しているところでございます。 

続きまして、７ページをご覧ください。 

Ｎｏ．２３「情報の一元管理と府民への提供」についてご意見をいただいております。府の考え方でございますが、「情報発信検討部会は平成１８年９月　食の安全・安心大阪府民会議の提言を受けて、引き続き検討するために推進協議会の下に設けられた委員会でございます。この提言の中で、情報の一元化に関しては、現状一定評価しつつ、必要に応じて改善していく点を精査すべきとされています。情報発信検討部会での検討結果に応じて推進計画の見直しを行う予定でございます。」 

Ｎｏ．２６の「事業者、消費者団体と共同した情報発信に向けた新たな取り組みについて」のご意見でございますが、「ご意見のとおりであると考えております。ご意見につきましては、情報発信検討部会に反映し、検討していきたいと考えております。実際、食中毒予防啓発につきましては、スーパー等広告チラシへの啓発事例の刷り込みをお願いし、１２社に延べ４,２３４,０００枚が発行されました。今後ともいろいろな方法による地道な取組が必要と考えております。」 

続いて、８ページをご覧ください。 

Ｎｏ．２９、３０につきましては、先ほど菊井委員からご意見がございました。後ほど計画の中でご議論をお願いしたいと思います。 

Ｎｏ．３２からＮｏ．３４にかけましては、具体的なご指摘をいただいておりますが、記述内容の変更などを行っております。 

最後の９ページをご覧ください。 

Ｎｏ．３５です。リスクコミュニケーションの促進を図るため、行政、企業独自の取組みや行政と企業が連携した取組みについてご意見をいただいております。府の考え方ですが、「この推進計画は大阪府の取組みについて記述するものであり、また各施策の分類上重複する部分が多いため、それが明確になるような記述に努めます。」 

以上で、第２回推進協議会の概要につきましての説明を終わらせていただきます。 

　 
中村会長
次は第２回情報発信検討部会と第２回事業者あり方検討部会が、それぞれ１０月２８日と２９日に開かれたということですので、その実施報告を「資料３」で説明をお願いします。 

　 
事務局（池田　健康福祉部副理事）
それでは、第２回の情報発信検討部会と第２回事業者あり方検討部会の報告をさせていただきます。「資料３」をご覧ください。 

まず「（１）情報発信検討部会」の方でございます。第２回の部会を１０月２６日に開催し、情報発信のあり方やリスクコミュニケーションのあり方についてご検討していただきました。 

３ページに部会での意見概要を作っておりますので、それをご覧ください。たくさんのご意見をいただきましたので、事務局で６つの論点に分けて整理いたしました。 

まず、「(1)情報の収集と提供について」のところでは、「情報の収集・提供は、事故情報のみならず、クレーム情報などを、どこまで収集してそれを提供するのかを考えることが大切」などのご意見をいただきました。資料に記載していますので、後ほどご覧ください。 

その次の「(2)情報の一元化について」では、「ＩＴをうまく活用すれば、情報の共有は難しくないのではないか。それぞれが入力する情報のデータフォームの作り方によって、実現するのではないか」などのご意見をいただいております。 

次の４ページですが、「(3)啓発について」では、「消費期限と賞味期限の違いがわからないという消費者が多く、知識を教える啓発の場が必要ではないか」などのご意見をいただいております。 

「(4)府の対応について」では、「府内で「赤福」のような事例が発生したとき、府はどのように対応することになるのか」のご質問に対しまして、府では「ＪＡＳ法を所管する部局と、食品衛生法を所管する本課とで情報提供をおこない、場合によっては共同で調査を行う。また、問題となる食品の販売・流通等が複数の都道府県にまたがる場合は国の対応となるが、その場合も国との間で互いに情報提供を行い、調査に同行する。」という考え方をそのときに説明をさせていただいております。 

「(5)行政が発信する情報のレベルについて」ということでまとめておりますが、これは事務局側から部会委員の皆様にご意見を伺ったものであり、資料に記載しておりますご意見を頂戴しました。 

以上のご意見をもとに、次回の部会では報告書の素案を作成し、具体的なご意見を伺う予定にしております。 

１ページの方へ戻っていただきたいと思います。「（２）事業者あり方検討部会」でございます。第２回の部会を１０月２９日に開催し、各都道府県での認証事業の状況を報告するとともに、食の安全推進課内で検討しております食の安全安心確保事業の素案をもとに、認証・顕彰制度のあり方についてご討議をいただきました。 

５ページをご覧ください。いただいたご意見を事務局で５つの論点に分けて整理しています。 

「(1)認証制度について」でございますが、事務局から説明しました、実施主体などの制度の枠組みについてご意見をいただきました。 

「(2)食の安全安心確保事業について」の予算の措置状況についてのご意見には、現在作業中であると説明させていただいております。 

６ページをご覧ください。「(3)自主衛生検査認証事業について」「(4)食の安全マニュアル促進事業について」「(5)食品表示確認点検事業」についてでございますが、これらは食の安全安心確保事業を構成する個々の事業であり、それぞれ記載のとおりのご意見をいただいております。 

今後も部会のご意見を伺いながら、新たな認証制度を構築していきたいと考えております。 

以上で、各部会の実施状況の報告を終わらせていただきます。 

　 
中村会長
では、議論は後でしていただくことにして、続いて「資料４」とリーフレット（案）で「（３）自主回収報告制度について」説明をお願いします。 

　 
事務局（池田　健康福祉部副理事）
それでは、自主回収報告制度について説明をいたします。 

まず、「資料４」をご覧ください。食の安全安心推進条例ですが、この９月議会で一部を改正しております。 

５ページをご覧ください。「第２３条　事務処理の特例」が追加されました。この規定は、条例第２０条、２１条に規定されています自主回収報告に係る知事の権限を保健所設置市であります大阪市、堺市、高槻市、東大阪市に委譲するものです。 

７ページをご覧ください。「食の安全安心推進条例施行規則」を１０月１２日に制定いたしました。この規則では、自主回収報告の対象となる特定事業者のうち、規則に委任されたものを第３条で規定しています。 

製造者の製造所固有記号を記載した食品の販売事業者やプライベートブランド商品の販売事業者などを特定事業者と規定しております。 

また、報告の対象となる理由のうち、規則に委任されたものを第４条で規定しています。 

条例第２０条は、食品衛生法第１９条の表示の基準に反する食品等は、規則で定めるものを除いて報告の対象から除いております。その規則で定めるもの、言い換えれば自主回収報告の対象となるものを今回規定したものでございます。消費期限や賞味期限が不備なもの、アレルギー原因物質が欠落したもの、保存方法の表示基準に違反するものでございます。 

その他、この規則では報告に係る様式などを規定しています。いずれも平成２０年４月１日から施行されます。 

自主回収報告制度を事業者や府民の方により広く的確にご理解していただくために、別途配布しておりますパンフレット（案）を現在作成しております。また、対象となる事業者に対しては、より詳しい資料を作成し、周知を図ってまいりたいと考えております。本日は、その資料については配付しておりませんが、食の安全安心ホームページに掲載しております。 

この資料などを用いまして、自主回収報告制度の事業者説明会を１１月１４日から始めており、来年４月１日からの円滑な施行に向けて準備をしているところでございます。 

以上で、自主回収報告制度についての説明を終わらせていただきます。 

　 
中村会長
ありがとうございました。１１月から事業者を対象にして説明会をしているとのことです。 

では、続きまして、条例第１９条の関連を議論するために、大阪府食の安全推進対策専門委員会が設置されているのはご承知だと思いますが、第２回委員会が１０月２３日に開かれ、「条例第１９条にかかる運用指針」が策定されました。その内容を説明してください。 

　 
事務局（池田　健康福祉部副理事）
それでは、「資料５」をご覧ください。「食の安全安心推進条例第１９条にかかる運用指針」でございます。 

条例第１９条では、食品によるものと疑われる重大な健康被害が発生した場合、原因が確定しない段階でも、蓋然性が高く、被害が拡大するおそれがあるときは、専門家の意見を聞いた上で、速やかに情報を公表することを定めています。 

この運用指針は、大阪府食の安全推進対策専門委員会のご意見を踏まえ、飲食に起因する衛生上の健康被害発生の拡大を防止するため、因果関係が確定できない段階で、迅速かつ適切な情報提供を行うためのガイドラインとして策定したものでございます。 

３ページをご覧ください。公表にいたるまでのフローを示しております。 

４ページをご覧ください。１９条の適用を開始するための３つの要件。原因食品「食品によるものと疑われる」・健康被害「人の健康に係る重大な被害」が発生している・被害拡大「拡大するおそれがある」この３つの要件が１９条適用にあたって必要であることを示しております。 

５ページをご覧ください。事業者に対し、自主的な公表や措置について勧奨を行うこと。これが受け入れられない場合に、公表にいたる意思決定のプロセスについて示しております。 

６ページをご覧ください。情報を提供するに際しては、個人情報が含まれていることから、その保護に最大限の配慮を払うこと。また、いわゆる風評被害を誘引しないように、公表方法、内容を慎重に検討して行うこととし、情報の提供にあたっても専門委員会の助言を得て行うことを示しています。 

条例第１９条は１１月１日から施行しておりますので、施行にあたりこの運用指針を大阪府食の安全安心ホームページに掲載しています。 

以上で、条例第１９条にかかる運用指針の策定についての説明を終わらせていただきます。 

　 
中村会長
どうもありがとうございました。安全安心に関する様々な現状をご説明させていただきました。何か質問、またはご意見が今までの報告についておありでしたらどうぞおっしゃってください。 

特におありにならないでしょうか。報告ということで終わらせていただいてよろしいでしょうか。 

続きまして、「資料６」と「資料７」の「大阪府食の安全安心推進計画（案）」について事務局から説明をしていただき、これについて皆様のご意見を伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

　 
事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課　吉田課長補佐）
「推進計画（案）」について事務局からご説明をさせていただきます。 

「資料６」をご覧ください。「今後のスケジュール」ということで、案をお示ししております。 

各委員にご議論いただきます「推進計画（案）」ですが、表の最後の一番下の欄を見ていただきますと、３月末日付公表ということで、来年度から日の目を見るためには３月いっぱいで公表をしていく必要がございます。それから遡って、２月の中旬頃までにはこの協議会で「推進計画（案）」を諮問させていただいて、協議会としての最終のご意見をいただく必要がございます。 

それに至るまでに、まず事務局が作りました「推進計画（案）」について、府民の皆様方からご意見をいただく手続きがございまして、１月２０日頃までにはパブリックコメントを終了し、ご意見を集約する必要が出てまいります。 

パブリックコメントは１カ月間を要しますので、１２月２１日前後にはパブリックコメントを開始していく必要があるということになります。 

従いまして、今日の１１月２７日第３回推進協議会で、委員の皆様方のご意見をいただきますが、それから１カ月弱で府民の方々から「推進計画（案）」へのご意見を直接いただく機会を設けることが必要になってまいります。それが今後のスケジュールとなります。 

　 
次に、「資料７」をご覧ください。細かく変わっている点につきましては説明を省略させていただきまして、大きく変わった点だけご案内をさせていただきます。 

まず、今回目次にはページ数が入っておりません。これは、途中でどんどん変わりますので、あえてページ数を省かせていただきました。 

次に、３ページ、４ページをご覧ください。推進計画の体系とタイトルがついてございます。前回の委員会では、推進計画の素案という形で皆様方に事務局の案を見ていただきました。その素案のときには、大阪府が実施すべき施策のメニューが８つほどあり、それを３つのグループに分けて、施策を分類して説明をさせていただいておりました。 

１つ目は「安全を確保する」、２つ目が「安全を確保して、安心を育む」、３つ目が「安心を育む」と。３つのグループに分けて、施策メニューをそれぞれ分類して説明をしておりましたが、最終的に、やはり分かりにくいという意見が最後まで消えませんでしたので、今回はその分類を外させていただきました。分類を外し、条例に出てくる順番通りに施策についての説明をそれぞれさせていただきました。 

７ページをご覧ください。先ほど菊井委員にもご意見をいただいたところですが、何人かの委員の先生方から前の素案のグラフでは１位２位３位の順番に棒グラフが並んでいないので、見づらいというご意見がありました。素案では、公表された資料をそのまま利用していましたが、今回新たにグラフを作り、１位２位３位の順番どおりにグラフを並べ替えて新しく挿入することにいたしました。 

次に１０ページをご覧ください。大阪府の食の安全安心の取組み状況で、今までの大阪府の歴史を説明しているページですが、平成１３年、１４年当時のいろいろな食品にかかる事件が勃発したことに端を発して、大阪府の取組みが現在に至っているところまでの流れを簡単に図表にさせていただきました。 

次に、１１ページをご覧ください。ここからが大阪府が実施すべき施策について、各論を説明していくところです。 

本来この１１ページには、わかりにくいとご意見をいただいた３つのグループに分けて施策メニューを説明していましたが、それについては全面削除して冒頭に体系を持ってまいりました。１２ページ以降、条例の条項の順番に従って実施すべき施策について説明をさせていただいています。 

まず１２ページでは、推進計画の策定について新規に項目を追加しました。施策のポイントとしまして、協議会の意見を事前に聞いた上で、あるいはパブリックコメントを求めた上で推進計画を策定して、決めたときにはこれを素早く公表します。推進計画は５年計画としますと明記いたしました。どんなふうに決めていくのかということは、よくわかるように図表を挿入させていただきました。 

１３ページをご覧ください。ミニ知識欄などのいろいろな図表を挿入し、何人かの委員の方からのご意見をいただきました「見やすく大阪府民に分かりやすい推進計画を」ということに一歩でも近づくように資料を改正いたしました。 

この１３ページの、監視指導について、生産から消費までということの説明の欄ですが、素案ではＢＳＥも同列に生産段階のところに載っておりましたが、今回ＢＳＥの項目については、１９ページに場所を移動して細かく説明することとしましたので、この項からは外させていただきました。 

次の１４ページでも、ミニ知識ということで貝毒についての説明を加えました。 

　 
１６ページ。食の安全推進課では、食品衛生に基づく監視指導について、法律に基づいて年間の計画を作り監視指導を行っていますが、その監視指導及び試験検査について簡単な説明を加え、いろいろと議論の対象となる輸入食品については、どんな安全対策をとっているかということをミニ知識として、簡単に説明を加えさせていただきました。 

次の１７ページです。「監視指導計画」という言葉が途中で出てまいりましたので、「大阪府食品衛生監視指導計画とは」と簡単な説明をさせていただいております。 

１８ページ以降は、監視指導計画の中で、食の安全安心にかかる食品衛生課が実施している施策について、４つの大きな項目を特別に書き出して説明を加えることといたしました。 

１つが中央市場で実施しています、衛生指導について少し説明を加えました。１８ページの下半分のページのところに図表が出ておりますが、これのもとになります図表は、お配りしておりますリーフレット「大阪府中央卸売市場の食品衛生検査所の１日」の「１ 現場業務」の早朝監視・通常監視・検体収去についてのページを抜き出す予定でおります。これは、大阪府の中央卸売市場では、どんな監視・検査業務をやっているかということを説明しているページになります。 

１９ページをご覧ください。２つ目に抜き出したのが、と畜場における食肉の衛生検査です。先ほども申し上げましたように、ＢＳＥの検査について素案では別項目を設けておりましたが、今回は食肉衛生検査所の業務の中でＢＳＥのことについても説明をさせていただきました。ＢＳＥについて、どんなスクリーニング検査をしているのかということを図表を挿入し、説明をしています。 

２０ページでは、３つ目の食鳥について。鶏などの処理をして検査して出荷する、法律に基く業務を行う大規模な食鳥処理場が大阪府に２カ所ありますので、食鳥処理の衛生管理について、このようにしていますということを抜き書きしています。 

２１ページでは、４つ目として、ふぐによる食中毒の防止について記載しています。 

それから、２１ページの一番下の欄の事業目標については、まだ今回の計画案でも完成型にはなっておりませんが、前回と変わらない事業目標を入れております。 

　 
以降、素案とは順番が入れ変わっておりますが、各委員からいただいたご意見を参考にしつつ、記載内容を若干修正しながら、この案とさせていただきました。 

２５ページをご覧ください。「事業目標」が出ております。これは今回素案にはなく、計画案の中で新しく取り入れた目標値になります。「食中毒及び健康被害に繋がる恐れのある食品苦情の発生件数」ということで、１９年度実績から５年後の２４年度までの目標として数字を入れました。 

２６ページの「調査研究推進」については、基本的には変わっておりません。大阪府の２つの研究施設、公衆衛生研究所と環境農林水産総合研究所の２項目に分けて記載をしました。 

事業目標の下の段では、「大阪府立公衆衛生研究所における残留農薬の検査項目数」ということで、新たに事業目標値を設定しました。 

３２ページの事業目標値では、公衛研ニュースの発行年間回数とメールマガジンの読者数、公開セミナーの開催数の３つの項目を新たに追加しました。 

３３ページ、「事業者の取組み支援」の項目では、表彰については次の３４ページの「顕彰の実施」に項目を移し、優良施設等の表彰について記載しています。３３ページ、３４ページの事業目標はいずれも変更はありません。 

４１ページでは、国や他の自治体との連携等を説明しています。今回は図表を全面的に改め、素案より細かい情報を載せた図表に差し替えました。 

４２ページでは、健康食品関係について合同監視など、大阪府の保健所においての連携体制について、新しい項目として図表を追加しました。 

４５ページについては、まだ具体の参考資料を添付しておりませんが、添付する予定の５種類について記載しています。 

添付しますと、かなりのボリュームになりますので、どんな内容のものかを、それぞれ簡単に数行でまとめて紹介しています。 

最後に、４６ページから４７ページでは「用語説明」ということで説明を加えました。この用語説明については、各委員の方々から、この言葉は分かりにくいのではないかというご意見をいただきましたら、用語説明の欄に加えたいと考えておりますので、ご検討くださいますようよろしくお願いいたします。以上です。 

　 
中村会長
どうもありがとうございました。今の「今後のスケジュール」「大阪府食の安全安心推進計画（案）」の説明についてご質問・ご意見をお願いします。どなたからでも結構ですので、ご意見のある方は恐れ入りますが挙手をしていただけますでしょうか。 

　 
鈴木委員
「資料６」でございますが、スケジュールでは３月末の計画策定を目指しておられる。これで精一杯だろうというのが分かります。 

少しお尋ねしたいのは、推進計画の策定と情報発信検討部会なり事業者あり方検討部会との進行との関わり合いについて。「資料６」のスケジュール（案）でそれぞれの部会の動きと連動性は取れるのでしょうか。 

　 
飯田委員
関連してですが、「スケジュール（案）」のところで来月パブリックコメントをされるということだったんですが、検討部会で検討された結果はパブリックコメントにかけられないのかという点です。 

計画本体は来月にパブリックコメントを実施するということですが、検討部会の議論が必ずしもフィットしていませんので、ずれ込むと思います。その際に、検討部会で一定の結論なり中間報告があったときに、パブリックコメントで府民の意見を募るべきではないかと思うのですが、どうでしょう。 

　 
事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
当初、部会開催時にスケジュール（案）をお示ししましたとおり、単年度で結論を見いだす部会にはしておりません。 

従って、パブコメの時期までに、何らかの結論が出ている事項については当然推進計画に盛り込まれるべきものだと考えています。推進計画は来年度当初に出されますが、今後の部会の進展状況によって、推進計画の変更というのは当然出てまいりますので、そのときには改めて府民の意見をお伺いすることを考えております。 

　 
中村会長
よろしいでしょうか。３月に推進計画は出しますが、その後も検討は続けるというスタイルを最初から考えていたのですが。 

　 
鈴木委員
「資料７」の１０ページにフローがありますが、これを見ましても、部会での議論が計画の策定までにどのように関わるのかがわかりにくいのですが、部会については、計画策定後もそれぞれの議題の検討を続けると理解して良いのですね。 

　 
事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
部会については、結論が出るまで継続されます。 

　 
山本委員
まず「資料６」ですが、パブリックコメントの期間が形式的には１カ月というのは守られているんですが、年始年末にかけての１カ月ということは、例えば、ある団体で検討するなり府民が集まって検討するといった場合に、ほとんど時間が取れない期間ですので、もう少し期間を広げる工夫を希望します。 

それと、「資料７」ですが、「情報の収集及び提供」というところで、施策のポイントにつきましては、「新しい情報の収集に努める、分析等を行って提供する」と書いてあるんですが、取組みの内容においては収集について全くここでは触れられていません。 

例えば収集について、具体的な方針があれば記載いただきたいし、今後、部会で検討して結論を出しますというのであれば、ここにそういうことを記載しておく方がより分かりやすいような気もいたします。 

　 
中村会長
取組みの内容に情報の収集についてもきちんと書き込むということですね。そういうご意見は検討していくことになると思います。今のご意見は取り入れる形で検討していくということで。特に何か事務局の方からありますか。 

　 
事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
また、後ほど検討させていただきます。 

　 
豊岡委員
パブリックコメントですけれども、これは食の安全安心ですから皆さんの関心が高いと思うので、報道資料提供とホームページ掲載だけでなく、多くの意見を集めるために、いろいろな働きかけをして、いろいろな声を集めるという努力をしていただきたい。 

　 
飯田委員
質問が３つぐらいあるんですが。 

１点目が、「資料７」の計画（案）の中で、２６ページに環境農林水産総合研究所の「ＤＮＡ分析法を利用した検証技術の開発に取り組んでいきます」という記述がございます。 

昨今の偽装表示の問題では、表示と内容物が一致するかどうかという、こういう問題も大きな関心事になっておりまして、この技術の開発に取り組むという記述があって非常に注目をしました。例えば３年後にはそれを実現するとか、そういう実現年度の記述ができれば、していただきたい。 

それから２点目が、４１ページと４２ページの図表のところですが、図表は分かりやすくなっているんですが、文章が全然ないので、図表の説明に文章を補足すべきだと思います。 

それから３点目が、計画の実施公表のところで、５カ年計画でパブコメを経てこういうふうにしますとなっているんですが、実施検証をどういう形でするかということがちょっと分かりにくいんです。この協議会、あるいは部会で中間報告や年次報告を行うことを記載されるとイメージしていたんですが、その辺はどのようにお考えでしょうか。 

　 
事務局（大阪府環境農林水産総合研究所）
ＤＮＡ分析の件ですが、中国産の品種、日本産の品種ということで、産地を分ける技術を開発しています。品種というのは実際、毎年更新されていったり、新しいものが出てくるということで、なかなか実現年度を明記しにくいというのが現状であります。 

　 
中村会長
図表に文章を書き込むというのは、したほうがいいと思います。 

それから、１２ページについてはこの書き方だと、推進計画を公表するとそれで終わりみたいな感じになるということですが、現実には検討が続いていくわけですので、皆さんがそう受け止めてくださるように書くということでよろしいでしょうか。 

　 
惣宇利委員
今はよくＮｐｍ（New Public Management）ということがよく言われまして、活動指標ですね。活動指標というのは、アウトプットという言葉を活動指標と訳して、そして、アウトカムというのを成果指標と訳していまして、その二つを峻別するということを言っています。 

本来は活動指標というのはあくまで手段でありまして、その活動手段でやった事柄がどれだけの成果を出したかというのは、これは別問題です。 

だから、例えば大阪府民の食の安全安心が１００％になるというようなことが、ある意味、活動指標ではなく「成果指標」になるべきです。それからいうと、ここでは成果という言葉も使われていますけど、そこの使い方がちょっと難しいかなと思います。 

例を挙げて申し上げます。１６ページのミニ知識のところですけれども、輸入件数は約１８５万件あり、平成１８年度は１,９４５検体の検査を実施しましたと書いてますけれども、その１,９４５検体が、何を意味してるかというのが分からないんです。 

もし、検査の関係で統計的に言うのならば、例えば輸入件数が１８５万件あって、このうち無作為抽出をして３％を調べれば安全かどうか分かるとしたときに、３％が例えば５,０００検体とすると、今は１,９４５検体しかやってないからあとは約３,０００検体やらないと達成したことにならないという意見で、５,０００件分の１,９４５件というのが、今やっているところの成果です。 

そういう形でやらないと、１,９４５検体という数字は増えていっているからいいと言われても、それは非常に隔靴掻痒の感を否めないのではないかという気がします。 

同じことは２１ページの上のところで、流通食品等の収去検査が４,２００件で目標も４,２００と書いているけれど、この４２００件が「それがどうしたんですか」という質問が恐らく府民から出ると思います。４,２００することが何を意味しているのかということです。 

だから、われわれは活動指標としてのアウトプットと成果としてのアウトカムを峻別した形で、この計画の数字を変えていくべきではないかなと思います。 

同じ事柄は２５ページで「食中毒及び健康被害に繋がるおそれのある食品苦情の発生件数」が１,５００から１,３００に減ったとします。それがやっぱりどうしたんですかと私は言いたいんです。これがゼロになるのが本当にいいことでしょうか、ということを考えたいです。 

また、残留農薬の検査項目数を１３２から２００まで増やすといわれていますけれども、本来はこれが６００ぐらいあるかもしれないのを２００までやったとしても、まだ全然達成できていないわけです。 

だから、何を目標にするかというときには、成果指標を目標にしないと私はいけないと思います。ここではほとんどの場合、活動指標が書いてあります。 

それで、２９ページを見ていただきますと、事業目標です。例えば、巡回点検店舗における表示状況を見ると、６４％から６７％になっていて、恐らくは、これは１００％になればいいのだろうと、でも、まだ６７％の段階にあると分かります。 

だから、「大阪府食の安全安心推進計画」で書くべきものは、この活動指標と同時に、その活動の結果何を達成しようとしているかという成果指標を書かないといけない。そして、そのときに活動指標の数字が増えたけれども、セミナーの回数を増やしたけれども、成果が出なかったということになると、セミナーの回数そのものもナンセンスになるかもしれないし、セミナーの中身も批判されるかもしれないのです。それを良くしていかないといけないわけですから、推進計画そのものの中に成果指標と活動指標を峻別して、やっていることの効率性をいつも検証するという、そういう姿勢がこの中に盛り込まれるべきではないかと思います。 

　 
小崎委員
端的に申し上げて、活動指標と成果指標というのは食中毒事業の場合、たぶんリンクしないと思います。といいますのは、われわれが研究をやっていても新しい病気がどんどん出てきています。 

ここ１０年間では食中毒件数は少し減ってはいますが、患者数がだいたい２万人から４万人です。食中毒の内容が変わってきている現実があった場合、何をターゲットにおいて、この部分はうまく行ったかもしれないけれども、違う部分がもし仮に出てきた場合に、今言われたような部分で、府民が納得するかどうかというのは非常に難しい課題になってくると思います。 

一刀両断に活動指標と成果指標を書くべきだというふうな話になってしまうと、例えば、今言われたような残留農薬の検査を一つ取っても、今食品安全委員会の方でポジティブリストを作って、恐らく地方の行政機関というのは必死にやっていると思います。国の施策の中で地方行政がやる中身というのは、非常に限られた部分でもありますし、今、例で出されたような輸入食品に関しては、本来国の業務であって地方自治体がやる業務ではないわけです。 

ですから、大阪府がその部分で優先順位をつけて、府民に対してどういう活動をするのか。それが今言われたような成果指標の中で出てくるのかということは、常に考える必要があるかもしれませんが、最初に申し上げたように、さほど単純ではないと私は思っております。 

　 
中村会長
そうですね。数字で書くというのは、なかなか難しい問題があるということもご理解いただきながら、よりよいものをつくる努力をするということで、ご了承いただければと思います。 

　 
鈴木委員
確かに、成果主義で一定の数値を上げることはいいんですが、この数値というのは行政がやる数値目標なんですね。 

行政がこの数字を挙げるのは、一定のわれわれの税金から一つのこの安全に向けて、担当行政が努力してる数字。この数字が下がるのではなく上がってるということは、担当部局の姿勢のあらわれの部分として評価すべきものと考えるのも一つではないかと思って見ています。 

　 
飯田委員
その数字の問題なんですが、府民から見たときに、大阪府が全体として何をどんな程度の回数、あるいは頻度でやっているのか一覧で見られるということが非常に大事なのではないのかなと思います。 

府民にとっては、数値で表わせる事業を府が、こんなふうにこんな視野でもってやっていますよ、ということが一目でわかることが一つは安心につながるんです。 

そのため、数値化を図った上で、一覧性のある資料を添付するという努力をぜひしていただきたいと思います。 

　 
中村会長
いずれにしましても、これ全部を読むというのはなかなか大変ですので、概要を作ることになると思いますので、その中に数値の表を入れるというような努力もあると思います。 

　 
小崎委員
大阪府にお願いをしたいのは、食の安全に関わる人を大阪府として育てていただきたいと私自身は思っております。 

中小事業者に関しては、恐らく単一的な一般の衛生行政の中で処理ができると思いますが、実は、今何が問題になっているかというと、大企業が機械化されたシステムの中で食品を作っているということです。それは表面上たぶん分からないです。 

ところが、ＩＳＯ２２０００というのはシステムが非常に重要視されている問題なので、そういうシステムを理解できる人を、ぜひとも、大阪府自身が念頭に置いて育てていただければ、よりよい食品産業というのもできるのではないかなと思っておりますので、あえてお願いをしたいと思っております。 

　 
音田会長代理
これはあくまで「食の安全安心推進計画」ですので、大阪府がこれまでどのように取り組んできて、この推進協議会がどうやってできてきたかとか、大阪府民の意識調査とか、経緯がまず最初にすごく詳しく書いてあるんですけれど、計画本体に行き着くまでに疲れてしまう感じがするんです。 

ですから、府民の意識調査は巻末の参考資料に入れていただいて、「はじめに」の辺りで府民のいろいろなことを踏まえながらこういう計画を策定しましたということにしていただいて、９ページ、１０ページの辺りも、計画策定までの経緯みたいなことなので、巻末でもいいと思います。 

大事なのは１１ページからの計画の基本的な考え方です。ここのところをしっかり書き込んでいただく。 

それから、第４章で「食の安全安心の確保に関する施策」という形で始まって、一番目に「食の安全安心推進計画の策定」が入ってるというのもおかしいと思います。計画自体がこれなのでいらないと思います。 

それで、今回の計画の施策として、もしまとめるとすれば、先ほどの体系表に出ている順番が条例の順番に従って整備されたと聞いて初めて納得したんですが、それも一つのまとめ方だと思います。 

ただ、読んだ場合に、一番最初に食の安全安心の確保に関する施策として、生産から消費にいたるまでのいろんな安全安心の確保の監視であるとか管理であるとかという問題を取り上げておられますけど、もしそれであれば、本来はこの一番最後の方に入っている農林水産物の生産過程における表をここに書かなければいけないし、それから、表示の適正化の監視も、本来ならそこに入るのかなという感じがしました。 

今回この計画がなぜできたかとかいろんな背景を考えると、すごく大事なのは、それが一つの大きなくくりとすると、リスクコミュニケーションの促進であるとか緊急時の体制の整備であるとか、それから、健康被害の拡大防止のための情報の公表とか、自主回収の報告、自主回収に関わる指導等とか、この辺りを真ん中に「リスクコミュニケーション」で一括りにしてしまうという方法もあるという感じがしました。 

もう一つは、情報の収集及び提供、知識の普及及び啓発、研究調査といった日常的なもとになってくる大事な部分を大きな３つぐらいのくくりで順番を少し検討していただいた方が、読む側としては分かりやすい感じがいたしました。 

それから、条例第９条で「食品等の生産から販売に至る一連の行程」を書いていますけれど、それは全体にかかる大切なものという意味でここにあげているんであって、別にそのものがこういうふうに細かくこういう順番で整備されているというものでもないと思うので、そこをもう一度ご検討いただいたらどうかなと思いました。 

　 
中村会長
整理の仕方というのは、この前までは安全安心と３つにやっていたのがわかりにくいということで、今度は条例に沿ってやってみたんですけれども、今、音田先生がおっしゃったような意味での整理というのもあると思いますので、この整理の仕方についてもまた事務局の方でもう少し検討するということでお願いします。 

　 
赤穂委員
「概要」というものを分かりやすく府民の方にお知らせするような取り組みというのがやはり必要なのかなと思います。 

それから、難しい言葉ということで語句の説明等がありましたけれども、これもやはり必要だろうと思いますし、府民の方が一番知りたいのが部会の方でやられています情報発信だと思います。これからも継続してこの部分というのはお知らせしていくということになってるようですので、是非その辺は力を入れてやっていただけたらなと思います。 

事業者に安全安心な食品を作っていただくということで取り組んでいただくんですけれども、そのマークなり、あるいは認証なりを消費者が店頭で認識できるような形にＰＲすることが大事じゃないかなと思っています。 

消費者の情報の収集提供のところに書かれているのは、違反の公表とか消費者の食中毒予防という事業者にとって、どちらかというとマイナスな情報ばかりです。 

事業者の取組の支援については、事業者にとって多少なりともメリットのあるような形で認証を取得したりとか、マークを取得したりとか、取り組んでいる状況をＰＲするというふうな内容を盛り込んでいただくべきじゃないかなと思います。そうすれば事業者さんも積極的にできると思います。 

　 
中村会長
情報提供というときは、プラスマイナス両方の情報があるというわけですね。 

ほかにいらっしゃいませんか。 

　 
飯田委員
事業者の取組支援について、事業者あり方検討部会の方でぜひ具体的な検討をしていただきたいなと思います。 

頑張っている事業者の方がきちんと府民の目にも見えて応援できる仕組みを是非考えたいと思うんです。 

認証・顕彰の仕組みについては、その検討部会で具体的に今後検討されると思うんですが、例えば外食産業における材料の原産地表示の取り組みですとか、豆腐や納豆の原産地の表示の取り組みですとかは任意ですので、やっておられるところとやっておられないところがありますが、一生懸命やっておられるところをちゃんと応援をする、あるいは紹介をして、こういうところはこういう取り組みをされてますよという、そういうことも含めて事業者のあり方を是非検討していただきたいなと思うのが１点です。 

それから、第１９条の運用指針の問題と自主回収報告制度のことですが、こういう制度を府が一生懸命作ってやってるんだということがわかるような記述を是非この中でもしていただきたい。非常に斬新な取り組みの仕組みを作ったわけですから、府民にも理解をいただいてアピールするという視点が必要かなと思います。 

　 
中村会長
ありがとうございます。 

今日が第３回目なのですが、計画案に対する委員のご意見がもしおありでしたら、４日をめどに事務局の方に言っていただければ、今日の委員会のご意見という形で取り上げさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

特にパブリックコメントが本当に生かされないと意味のないことだと思いますので、この協議会は様々な消費者団体や協同組合などそれぞれの代表の方にいらしていただいていますので、委員の皆様それぞれがご自身の属していらっしゃるところに、パブリックコメントを出していただけるような努力をお願いしたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

先ほども申しましたが、３月末日を目処に計画を公表し、またその後、練り直していくということも含めて考えていきたいと思います。大阪らしいいいものを出したいと思っておりますので、これから先もよろしくお願いいたします。 

では、事務局で何か今後のことについてありましたら、お願いします。 

　 
事務局（淡野　大阪府健康福祉部食の安全推進課長）
会長、ありがとうございました。事務局からお伝えしたいことは、今、会長にすべておっしゃっていただきました。 

ただ、「資料８」で、消費者の方々、事業者の方々、われわれ行政と、いろいろな場面を通じて食の安全安心について学びたいということで「食の安全安心体験ツアー」ついての報道発表資料をつけさせていただいております。　

こういう機会も利用して体験していただき、意見交換もしたいと考えております。よろしくお願いいたします。　

それでは、次回の協議会につきましては、来年２月頃を目途に、また中村会長と日程調整させていただきまして、お願いしたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。　

本日は長時間にわたり、ご議論ありがとうございました。これをもちまして閉会とさせていただきます。ありがとうございます。 

　 
中村会長
　
最後に申し上げます。体験ツアーというのは、プラスの情報提供としてはとてもいいことだと思います。　

問題があったらそれをチェックすることにもなりますし、むしろ知るということが一番大事だと思いますので、このツアーというのはいい試みではないかと私は思っておりますので、なるべく大勢の方々が参加できるように。またこれがメディアに取り上げられて広がるということも大事ですので、そういうことについても皆様方のお力をお願いしたいと思っております。よろしくお願いします。 

それでは、これで終わりにしたいと思います。 
